平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）①
	通 告
月 日
	６・　２
	通  告  者  名
	川　上　陽　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	１　史跡国分寺整備方針について

　　文化財国分寺跡・国分尼寺跡は、全国でも、現在残っている数少ない貴重な文化財であります。国分尼寺跡は史跡公園として整備され、数多くの人々に親しまれ、「天平の里資料館」と共に愛され利用されております。国分寺跡については、指定地域内に居住されている方々の理解の下、順次公有化されていますが、草の生い茂ったままの状態になっています。
そこで、今後の国分寺跡整備方針について伺います。

　　（１）　国分寺跡公有化進捗状況について

　　（２）　国分寺跡整備基本構想の策定について

２　学校運営協議会制度について

　　地域の住民や保護者が公立学校の運営に参画できる「地方教育行政法第４７条」により学校運営協議会制度の導入が可能となり、本市では、平成１８年度より中学校１校、小学校３校が先行実施されています。新しい学校制度に取り組んでいる学校には、「学校は地域のために何ができるか」「地域は学校のために何ができるか」を目標に取り組んでいる学校もあり、教育はもはや学校だけで取り組むものではなく、地域の住民にも、教育環境づくりを手伝っていただき、学校・地域・家庭の協働により「開かれた学校づくり」「特色ある学校づくり」が求められています。

　　そこで、本市の施策について伺います。

　　（１）　学校運営協議会制度の導入の経緯について

　　（２）　学校評議員制度との相違について

　　（３）　本市の対応について

　　（４）　活動予算について

　　（５）　学校施設の開放について


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）②
	通 告
月 日
	６・　２
	通  告  者  名
	米　谷　俊　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　言　　　　　　　の　　　　　　　要　　　　　　　旨
	１　ＩＴ社会において、情報セキュリティ対策、並びに学校におけるＩＴ環境の整備と生涯学習を通じた情報リテラシーの向上について


２００３年５月に個人情報保護関連５法律が成立しています。これらの法制の整備によっても、住民の間にある個人情報の漏えいや流出に対する不安や疑問も完全には払拭されていません。
　最近、インターネット上で使われるソフトで、Ｗｉｎｎｙ（ウイニー）といわれるファイル交換ソフトによる情報漏えいが、企業をはじめ、自治体、教育機関で頻発し、話題となっています。

　　こうした状況の中で、本市の教育現場でも、教員へは１人１台のパソコン貸与がされていないため、多くの教員が私用パソコンを学校にもちこんでいるが、十分な個人情報の管理ができないのではないか。また、学校のＰＣ教室においては、児童・生徒２人１台のパソコンであり、十分な台数とはいえません。

一方、現代社会においては、社会全体がパソコンなしでは、通用しない時代となってきています。しかしながら、皆がみなパソコンを自由自在に操作できる人ばかりではなく、また、過去にＩＴ講習会などで学習し、取得したパソコン操作をその後にフォローする場所がないので、市民を対象にしたパソコンのヘルプデスクといった仕組みが必要ではないかと思います。

そこで、次のことをお伺いします。

　　（１）　ファイル交換ソフトによる情報漏えいに対する本市の情報セキュリティ対策について

　　（２）　学校教育でのパソコン普及と今後の課題について

　　　　　①　教員のパソコン活用と配備状況また、情報セキュリティ対策について

　　　　　②　小中学校におけるＩＴ教育について

　　（３）　ＩＴ化時代に沿う市民支援について

　　（４）　今後の電子自治体の方向性について
２　合併に伴う経費について

　　（１）　一宮町との合併に伴う電算システム経費、また、電算システム以外の経費について

　　（２）　音羽町、小坂井町、御津町との合併を想定した場合の電算システム経費、また、電算システム以外の経費について


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）③

	通 告

月 日
	６・　２
	通  告  者  名
	中　村　直　巳

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　旨
	１　高額療養費（医療費）の個人一時負担分について
　　医療技術の進歩とともに、その医療費もますます高額となっている。所得に応じて限度額が設定されているとはいえ、３割の一時負担は病人を抱える家族にとっては、ずいぶんこたえる。
　　申し出により貸し付けが受けられる制度のあることは承知しているが、一歩進んで高額療養費の一時負担分を、市または病院で立て替えることができないか伺う。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）④－１
	通 告

月 日
	６・　２
	通  告  者  名
	牧　田　千枝子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　言　　　　　　　　の　　　　　　　　要　　　　　　　　旨
	１　財団法人愛知県市町村振興協会の基金の活用について

　　愛知県が所管する公益法人の一つに、昭和５４年４月２日に設立された、財団法人愛知県市町村振興協会がある。この財団法人は、全国自治宝くじの一つのサマージャンボ宝くじの収益金の県からの受け皿として設立されたものである。平成１３年度からは新たにオータムジャンボ宝くじの収益金の受け皿ともなっている。
　　そこで、次の点について伺う。

　(１)　県協会が収益金に係り、４５０億円を超す多額の資産を保有していたことをご存知か。県協会や市長会から説明を受けたか。特に平成１２年の総務省通知についてはどうか。
　(２)　県協会の会員及び会費制度導入について、関係機関からどのような説明を受けられたか。予算書に記載しないことは、地方自治法の総計予算主義の原則に反する違法行為ではないか。また、会員及び会費制度が平成１６年度に導入されたにも関わらず、２５年遡った昭和５４年度分から会費を徴集することも違法ではないか。

　(３)　本市の１６～１８年度の会費の額はいくらか。また、昭和５４年度から平成１５年度までの会費の額はいくらか。

　(４)　本市は、県協会から総額いくらの融資を受けているか。その内訳、利率は。

　(５)　総務省通知によれば、県協会は３０億円弱の基金を積めば十分であり、ためすぎた４２０億円余を市町村に配分し、有効に活用すべきであるとしている。このことを市長会を通して、県及び県協会に働きかける考えはあるか。２５年間に、県協会が本市に配分すべきであった金額を県協会からの借入金返済に回せるよう働きかけるべきではないか。

　(６)　県協会の会費の額の適正化と明文化を県と県協会に働きかけ、予算書への記載を今後、行うべきと考えるがどうか。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）④－２
	通 告

月 日
	６・　２
	通  告  者  名
	牧　田　千枝子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　言　　　　の　　　　要　　　　旨
	２　多重債務者の相談窓口と救済策について

　　多重債務を抱える人は全国に、２００万人ほどいるといわれている。

　　過剰なテレビコマーシャルや広告、契約、返済、借り入れを機械で行うのが主流の消費者金融は、まさに「借金の自動販売機」。

　　そこで、次の点について伺う。

　(１)　本市では、多重債務に陥った人はどのくらいあるか。

　(２)　カードローンの実態を市民に知らせる必要があると思うが、その方法をとっているか。

　(３)　本市の相談窓口は、相談件数は、どう処理しているか。

　(４)　金銭教育の普及は。

　(５)　「住民基本台帳法」では、不当な目的でなければ、市町村長は住民票を交付できる。消費者金融業者の求めに応じて、債務者の移転先がわかる住民票の写しを交付しているとの批判があるが、本市の対応は。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑤
	通 告
月 日
	６・　５
	通  告  者  名
	今　泉　淳　乙

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　言　　　の　　　要　　　旨
	１　合併について
　　本年３月音羽町からの合併協議申し入れに始まり、呼応するかのように小坂井町での豊川市への合併署名活動、また新聞報道による豊橋市での東三河市論と続いております。

　　そこで、新たなる合併に対する考えを伺いたい。

２　第５次豊川市総合計画、産業、交流について

　　新豊川市を数字で見た場合、農業・工業・商業と比較的調和のとれた地域であると思われます。

　　『個性があり活力あるまちづくり』として数々の振興策がとられる中、まだまだ農業が基幹となっている地域があります。

　　中長期的に観た農業部門について伺いたい。

　(１)　農業系地区について

　(２)　農業振興について


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑥－１
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	安　間　寛　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　食育の推進と学校給食・保育園給食のあり方について
（１）　食育基本法が制定され、食育についての重要性がいわれている。また農業の発展している本市においては、地産地消と言った観点からも食育の推進は重要である。食育の推進についての本市の考え方、およびその推進体制について伺う。

（２）　食育の推進には学校給食、保育園給食の果たす役割は大きい。本市においては、ひまわり農協管内の米を学校給食に使用するようになったことは多いに評価できる。こうした取り組みをさらに進め、主食であるパンについても県内産小麦を使用しているものにするなどしてはどうか、伺う。

（３）　学校給食で食育を推進する上で、自校式の給食調理が望ましいと考えるが、どのように認識しているか伺う。また現在給食センターの統合建設が計画されているが、大規模なものを新設するのでなく改築で対応し、今後自校式学校給食の導入を検討していってはどうか。

（４）　旧豊川市の保育園給食は自園調理であるが、今後もこれを堅持すべきであると思うがどうか、伺う。旧一宮町の保育園については、設置基準に反して３歳未満児を含め、センター調理となっており、これまでも住民が胸を痛めてきた。保育園の統廃合や民営化という議論にかかわらず、早急に園調理室の設置に着手し、順次整備していくべきであると考えるが見解を伺う。
２　保育園のおやつについて
（１）　保育園において延長保育のおやつ代２，０００円が徴収されているが、特に旧一宮町ではこれまで延長保育にかかわる費用が無料だったため負担感が大きい。２，０００円の大半がおやつの実費であるが、一日当たり約１００円というおやつは、園児にとってはかなりの量になり、全部食べれば夕食にも影響が出て好ましいと言えない。旧一宮町で行っていた｢おやつ持参｣ではなく、おやつ代２，０００円とした根拠は何か。また本来負担がないのが望ましいが、量を減らしおやつ代を軽減するなどの改善ができるのではないか、伺う。

（２）　幼児のおやつは、食事のひとつと考えられている。３時のおやつに食事並みのしっかりとしたものが提供されれば、６時ぐらいまでならば追加のおやつはほとんど必要なく、｢４時をすぎたら２，０００円｣のおやつ代はなくせるのではないか、見解を伺う。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑥－２
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	安　間　寛　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	３　国民健康保険料について

（１）　本市の資格証明書発行数は約１５０件と高いものになっている。資格証明書は、国保制度から市民を切り捨てることであり、国民皆保険制度を崩壊させるものである。払いたくても払えない人への減免制度の拡充をするなどして、収納率の向上と資格証明書を極力発行しないことが肝心ではないか、見解を伺う。

（２）　国保料滞納者からの徴収は、市税徴収とともに収納嘱託員が担っている。一人ひとりの滞納者に、きめ細かな対応をし、収納率の向上に結び付けていくには、専門職として職員に準じたふさわしい待遇と体制の拡充が必要だと考えるがどうか、伺う。

４　巡回バスを含めた公共交通の充実について

（１）　公共交通の充実は行政の責任であり、巡回バスなどの自治体コミュニティーバスの果たす役割は大きい。ゆえに愛知県下でも多くの自治体で巡回バスが実施されている。これらの巡回バスは、交通空白地域での住民の足の確保であるとともに、商店街活性化をはじめとするまちづくりへの貢献など「住みたくなるまち、住み続けられるまち」になくてはならないものであり、単純に収支面だけから評価されるべきものではない。他都市での実施状況と利用状況、その評価について市当局の認識を伺う。

（２）　新豊線が存続することになったが、特に一宮地区などの重要な交通手段が確保されたことであり歓迎する。しかし、今後は利用者を増やさなければ安定的な継続は難しく、市としても創意工夫が必要である。大阪府堺市の「おでかけ応援バス」等の施策を実施してはどうか、伺う。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑦－１
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	野　中　泰　志

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　言　　　　　　　　の　　　　　　　　要　　　　　　　　旨
	１　第３期　豊川市老人保健福祉計画及び介護保険事業計画について

２０００年４月の制度スタート以来、初の大幅見直しが行われた介護保険。

　　今回の改定で「目玉」とされたのは、’０６年時点でサービス利用者１６０万人に関係する「介護予防」の導入である。
　介護予防の対象になるのは、「要支援」「要介護１」の、介護の必要度が比較的軽い人たちである。１回９０分間の運動メニュー（ストレッチングや筋力向上トレーニングなど）で身体機能を高め、身体の衰えを防ぐのが目的である。新メニュー導入の背景には、制度施行直後２１８万人だった認定者が、４年余りの間に４００万人を突破、なかでも、要支援、要介護１が二倍以上の伸びを示した結果、給付総額が跳ね上がったという財政上の事情がある。
　厚生労働省は、介護予防の導入により、現在介護の必要のない高齢者が要支援以上に悪化するケースを２０％減らすことが可能、要介護２以上に重症化するケースも１０％抑えられるので、１０年後の要介護高齢者は４０万人減り、給付費用も約２兆円節約できると強調した（産経新聞’０５年３月２３日付）。
　しかし、介護予防の推進にいくら費用がかかるのか、重症化をなぜ１０％減らせるかについての根拠は乏しい。サービス内容が変わることへの利用者の不安は大きく、介護関係者からも強い疑問の声が出ている。
予防重視型システムへの転換や、施設入所者に対する居住費の徴収など、給付費の抑制を目指した各種施策が実施に移されたわけだが、近い将来、介護保険は、医療制度改革の影響で病院から押し出される高齢者や若者も含めた障害者を支えることが求められる。

期待される役割の大きさに比べ、介護保険ができることは、実はそう多くはないのではないか。素朴な疑問を感じます。

しかし介護保険制度は、導入当初、「保険あってサービスなし」という強い批判を浴びながらも国民の間に定着し、いまや多くの利用者の生活を支えている。単に財源がないからという理由で、介護給付費を出し渋り、新介護予防という名目で、虚弱高齢者に対する介護サービスメニューを勝手に変えることが「安心の仕組み」と呼べるのか、疑問視する声は多い。
　給付の抑制に失敗すれば、次は給付切り下げ、あるいは、現在は１割の自己負担を２、３割へ増やすという見直しが当然予想される。そうならないためにも、現段階で、国民を巻き込んだ議論が必要であろうと考える。
そこで以下の項目について質問する。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑦－２
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	野　中　泰　志

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　言　　　　　　の　　　　　　要　　　　　　旨
	（１）　「本市で策定する第３期豊川市老人保健福祉計画及び介護保険事業計画は、すべての高齢者を視野に入れ、介護給付対象外の保健福祉サービスやその他の関連施策も含むとともに、介護保険事業計画の内容も包含することで、国の指針にもあるように両計画を一体的に捉えたものとして策定する」とありますが、その概要について伺います。

（２）　今回の改正は地域密着サービスや地域包括支援センター、地域支援事業などが組み込まれていますが、一般に地域というのは日常的な生活圏域をさすと考えるのですが、それを機械的に人口２万人から３万人と割り当てて、拠点を整備するというのは逆に地域不在といわざるを得ず、本来からすれば介護予防は地域から役割や機能を積み上げるべきであって、一律に設定するのは本末転倒ではないかと思うのですが、高齢者を総合的に支援する身近な拠点である地域包括支援センターの位置づけと、市内２箇所とした理由及び地域密着型サービスについての本市の考え方について伺います。

　（３）　これまではケアマネージャーが重度の人たちと同じようにケアプランを作成していたが、予防介護対象者は新設される地域包括支援センターにおいて一定の条件の下で、保健師・社会福祉士・主任ケアマネージャーが介護予防プランを作成している。

このすみわけと相互の連携はどうなるのか、全国的にケアマネ難民の問題が持ち上がっていますが、本市の要支援１・２の人に対するケアプラン作成の対応について伺います。

　（４）　従前の要介護１と比べ、新規の要支援２のサービスの利用限度額が低くなったことによるサービスの確保について。

　（５）　新設の介護予防事業は、高齢者が要支援・要介護状態とならないようにする予防事業でありますが、介護予防事業における本市施策の考え方及び介護保険制度改正の市民への周知について伺います。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑧－１
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	佐　藤　郁　恵

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　市民病院の“医師・看護士不足の不安への対応”及び“医療と保健・福祉相互間の連携の推進”について

　　　自治体病院を取り巻く状況は、医療制度の改正案に見られるように医療構造改革、また、全国的な医師・看護士不足など厳しいものがあります。一方、住民と地域が健康になるための要の施設としての役割も、ますます期待されています。

　　　以下、病院運営にかかわって、現状と今後の考え方について伺います。

　（１）　医師・看護士確保の現状と今後の見通しについて
　（２）　医師・看護士確保対策について

　（３）　診療報酬改定の影響について

　（４）　地域医療機関や保健・福祉機関との連携の現状と今後の考えについて

２　教育基本法・学習指導要領等をめぐる本市の認識と現状について

　　　現在、国会に教育基本法改正案が出され、継続審議となる見通しです。

　　　教育の憲法といわれる教育基本法が改定されれば、教育現場に多大な影響がもたらされるおそれがあります。

　　　以下、本市の認識と現状について伺います。

　（１）　教育基本法の改正案は、徳目の強制や教育内容への国家の介入が進められる問題があると思うが、どう認識するか。

　（２）　２００２年、学習指導要領で小学校６年生の社会科の「目標」として「国を愛する心情を育てるようにする」が掲げられている。市内の各小学校で通知票に、この項目の評価はあるのか。また、今後の考え方。
　（３）　来年度の一斉学力テスト実施の目的と方法について

　（４）　習熟度別指導が本市は、どのように行われているか。少人数学級に踏み出すお考えについて。

３　御油駅横の踏切による救急車等の足どめの改善について

　　　御油駅より北側の住民から、火災や急病、事故などが発生した時などの緊急事態に、御油駅の踏切で救急車が足どめになるなど、間に合うのか心配の声が以前よりあがっています。

　　　現状の認識と対策の検討のお考えについて伺います。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑧－２
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	佐　藤　郁　恵

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　言　の要　旨
	４　名鉄国府駅前広場トイレの整備について

　　　交通バリアフリー基本構想が公表され、国府駅前広場の多目的トイレの整備については、早期に検討することとなっています。

　　　今後の計画について伺います。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑨
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	美　馬　ゆきえ

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　言　　の　　要　　旨
	次の点について伺う。
１　全国的に医師不足が叫ばれているが、本市においてはどのような状況か。

２　高齢者に対する施策について、合併後、旧一宮町の高齢者から寄せられている声から、特に次の２点について伺う。

　（１）　旧一宮町における配食サービスが変更になったことの経緯、経過を伺う。

　（２）　在宅介護支援センターから地域包括支援センターに制度の移行があったが、これにより利用者に不便や不安を感じさせたり、実際にサービスの低下を招くことはないか。
３　新潟県上越市には、保育園士という独自の制度があり注目を浴びている。研究の価値があると思うが、いかがか。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑩
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	西　川　米　子

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一括質問方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　言　　　　　の　　　　　要　　　　　旨
	１　まちづくり三法の見直しについて

　　都市計画法、中心市街地活性化法が今国会で改正され、これに大店立地法を加えた、いわゆる「まちづくり三法」の見直しが実施されようとしております。

　　これは、中心市街地の空洞化が叫ばれ、再開発などいろいろな施策が展開されたにもかかわらず、全国の都市で、商店街は依然として厳しい状況が続いているため、与党や政府の提案により緊急に必要となったものと報道されております。

　　そこで、このまちづくり三法の見直しと、本市のまちづくりに与える影響について伺います。

　（１）　まちづくり三法見直しの概要について

　（２）　本市の中心市街地の現状について

　（３）　まちづくり三法の見直しの本市への影響について

２　市民病院問題について

　（１）　各地で公立病院が赤字経営と言われている中、近隣の市町では経営改革委員会を設置し、改革を研究されておりますが、本市のお考えをお伺いします。

　　　　　また、本市の病院経営の状況と今後のお考えについて

　（２）　団塊の世代の退職が今後多くなると言われておりますが、その状況と影響について伺います。

　（３）　本市の医薬分業の状況、成果について伺います。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑪－１
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	高　橋　智　之

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　　　言　　　　　　　　　の　　　　　　　　　要　　　　　　　　　旨
	１　安全安心まちづくりについて

市長は、３月議会の「平成１８年度施政方針の中」で、交通安全、防犯対策、防災対策、並びに消防・救急、そして環境問題と「市民が安心して暮らしていける生活環境の整備に努めていく」と力強く述べられた。さらに、この「安全・安心のまちづくり」は、第５次総合計画の６つの大綱の、第一番目に位置づけられている重要な施策である。
そこで、身近な所から４点伺う。
　（１）　安心な医療

近隣市の状況から、本市の救急対応と医師の資質と確保について

①　最近、他市の救急車がよく入ってくるように思えるし、本市の救急患者が他市の病院に搬送されることが多いと聞く、市民病院の受け入れ状況の変化と、救急対応について万全か伺う。
　　　　②　最近（今年１月から４月にかけて）頻繁に先生が交代しているとも聞く。医師の確保は無論のこと優秀な医師は確保できているのか伺う。（小児科・産婦人科含む）

　　　　③　近隣市で発生した不祥事、本市の対応と対策について伺う。
　
　（２）　安心な通学路の確保

　　　　　歩道のない踏み切りの整備計画について
①　学童の通学路、
②　自動車が頻繁に通り、道幅も狭く普通車がすれ違うのがやっと、
③　歩道の無い踏み切り、という3条件がそろう箇所が現存している。ＪＲ牛久保駅東にある踏切である。本市としてどのように認識され、今後どう対応されようとしているのか伺う。
　（３）　安心な河川

　　　　　善光寺川の水質改善について
大悪水路と命名されている善光寺川、どのような状況にあるのか一年間調査してみた。その結果、５月から７月上旬にかけては、松原用水や田から水の流入があるため、一時的ではあるが魚のすめる川に変化するが、それ以外の月では、ＣＯＤ簡易パックでの調査からでも年間平均で１５～２０ｍｇ/Lと高い数値を指し、特に１５１バイパス下手では、常に気泡が立ち悪臭のする川になっている。本市の善光寺川に対する認識と対策について伺う。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑪－２
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	高　橋　智　之

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　言　の　要　旨
	　（４）　安心な防災対策

　　　　　新市の防災無線や情報発信のあり方について
　①　３月議会、大倉議員の質問に対する答弁では、一宮地区の同報系の防災無線はいずれ廃止しした後、統一的に豊川方式としたいとも解釈できるがいかがか。それともこのままの状況、すなわち、旧豊川地区と旧一宮地区、現在のまま継続していきたいと言うことなのか、あらためて伺う。

②　今、起きても不思議でないと言われているほど、緊急性のある防災対策であり、緊急時の行政の役割と市民への情報発信のあり方についても伺う。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑫
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	藤　原　宏　樹

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　言　の　要　旨
	１　財源の確保について

　昨今の地方財政を取り巻く環境は、三位一体の改革による国庫補助負担金改革、税源移譲、地方交付税改革などにより、国を含めた大きな変革期にあると言えます。こうした状況の中、地方公共団体が独自に推進していかなければならないのは、歳出の抑制と歳入の確保であり、特に歳入においては、自主財源をいかに確保するかが重要な課題であると考えられる。

　　そこで、今後本市において、自主財源の確保の考えについて伺います。


平成１８年豊川市議会第２回定例会一般質問一覧表（通告順）⑬
	通 告
月 日
	６・　９
	通  告  者  名
	鈴　木　彰　伯

	
	
	質問の種別
	一般質問

	
	
	質問の方式
	一問一答方式

	
	
	答弁を求める者
	市    長・関係部長

	発　　　　　　　言　　　　　　　の　　　　　　　要　　　　　　　旨
	１　広域行政における人事交流について

　　近年社会情勢が著しく、それに伴い市民の行政需要が複雑多様化してきております。地方自治体は、少子高齢化、地方分権、防災対策、さらには防犯対策と課題が山積しております。
そこで、豊川市は、今年２月に宝飯郡一宮町と合併し、新豊川市が誕生しました。地域住民の日常生活圏は、通勤、通学をとってみても軽く行政区域を越えて、複数の市町にまたがっている。
このような状況の中で、市職員は、自分の市のみ目を向けて、ある意味で狭い視野での施策を行い、結果的に近隣市町と整合性に欠ける行政事務を行っている場合もあると思われる。
したがって、豊川市を含めたこの地域一帯が持続的に発展していくためには、広域行政を視野に入れた人事交流に対する考えを伺う。
２　学校選択制について

文部科学省は、市町村教育委員会が、その設置する小学校または中学校が２校以上ある場合、就学予定者が就学すべき小学校または中学校を指定することとされています。
その際、学校の指定が恣意的に行われたり、いたずらに不公平感を与えたりすることのないよう、あらかじめ、地域の実情や地理的条件を踏まえて各学校に通学区域を設定し、これに基づいて就学すべき学校が指定されることが一般的です。
近年、市町村教育委員会の中には、いわゆる「学校選択制」として、保護者の選択により就学すべき学校の指定を行う取り組みもみられるところです。
こうした取り組みを行うかどうかは、あくまでも市町村教育委員会の判断ですが、文部科学省としては、地域の実情や保護者の意向に十分配慮しつつ、児童生徒の具体的な事情に応じた就学校の指定が行われるよう促しています。
そこで、豊川市における学校制度改革については慎重審議の中で進めていかなければいけないと認識しているわけだが、教育委員会としての学校選択制に対する考えを伺う。
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